





























佐 藤 政 光
1.は じめ に
語彙の習得に関 しては,意味 の問題, 文法上の問題,文体の問題等 々,様々な問題との関わりを抜
きに考 えることがで きない。そ して, さ らに, ことばの教育 (あるいは学習) という現実的な場を考
えた場合,学 習 すべ き適 切な語彙 を どう選ぶか ということが もケ ・つ 大 きな問題 として現れて くる。
限られた学習期間で効率よく必要な語彙を身につけるには, どのような語彙をどういう順序で学ぶべ
きか, とい うことを無 視するわけにはいかないか らであ る。
この学ぶべき語彙の選択 という問題は,つ まる ところ,文 を組み立て るため に どう して も必要な語
彙,実 生活上の使用頻度の高い語彙,そうした基本的な語彙を選び出すごとにほかな らない。
日本語は, 諸言語のなかで比較的数多くのことばを覚えなければならない言語 とされており,その
根拠 とされるのが 「語のカバー率」を比較 した次の表である。
〔表1,〕 語のカバー率 (単位%)ω
語 数 英 語 フランス語 スペイン語 中国語 朝鮮誌 日 本 語
500まで 63.1 66.4 51.5
1,000〃 80.5 83.5 81.0 73.0 73.9 60.5
2,000〃 86.6 89.4 86.6 $2.2 81.2 70.0
3,000〃 90.0 92.8 89.5 86.8 85.0 75.3
4,000〃 92.2 94.7 91.3 89.7 87.5 (*77,3)*3,500まで




この比較は, 厳密に言うと,比 較の元 になる資料 (テキス トの ジャンル1 延べ語数の規模,語 の単
位等々)に大きな質的な相違があるであろうから,単純 には鵜呑みにで きない と思わ;れるが,そ れで
も, 日本語が和語 ・漢語 ・ 外来語 を混用することから来る類義語の多さがカバー率を下げているであ
ろうことはある程度想像できる(このカバー率の比較については別途問題 としなければな らないこと
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であ る)②。それに して も,上 の表を見て気がつ くのは,共 通 性の高い ヨー ロ ッパの諸言語 と比べて
日本語の カバー率が低いことは,表 記上,語 構成上の大 きな違 いか ら見て当然の こ ととして も,比 較
的類似点の多い中国語 ・朝鮮語 と比べて も,カ バー率がかな り下回る とい う点であ る。 この現象は,
日本語における類義語の多さにその要因を求めるだけでは不十分なのではなかろうか。特に,中国語
の5,000語レベルが 日:本語の10,000語レベル に匹敵す るとい うのは不可解な感 じが否 めない。 こう し
た比較については,や は り,語 の単位の決め方をは じめ として,具 体的 な点についての精密 な検討を
しなければ納得のい く説明は得 られないよ うに思 う。
しか し,と もか く,そ の数値を高 いと見 るか低 い と見 るか は別に して,60%,70%,80%のカバ
ー率がある程度限定された語によって実現可能であるという印象は上の表からも十分に見て取ること
がで きるし,後 で検討するように,語 の集 め方,語 の とらえ方に よっては見かけ上 よりもいい数値が




厳密 に言 うと,「基:本語彙」 とい う術語は これまでい くつかの議論 があ り,ま だ その意味が定 着 し
て いる とは言 い難い ようであるが(3),今,r国語学大 辞典』の語彙の項 の説 明を引 用すれば,次 のよ
うに な る。
「基本語彙とは,使用率が大きく,しかも対象とする言語作品あるいは言語体系の中に幾つかの層
を設けて考えることがで きる場合(た とえば雑誌であれば,実 用記事 ・文芸作品 ・趣味な ど掲載す
る内容別の層を設け,ま た平安時代物語であれば作品別に層を設けることができる),できるだけ
多 くの層 にわたって幽現 する語の集合をいう。 したが って,基 本語彙は,小 さな量の語に よって,
対象とする範囲に含まれる言語作品 ・言語体系中の語(単位語)の大部分を占めることができると
い う性格 を持つ。」(国語学会編 『国語学 大辞典』(1980)樺島忠夫の解説 よ り)
つま り,「基本語彙」は,① 使用率が大 きい こと,② 使用範囲 が広い こと,の2点 で説明 されてい
る。 これは一見 して統計的手法 により導 き出され うる,科 学的 ・普遍的 な説明であ る と思われ る。①
の使 用率の大 きさだけでは,田 中(1984)の指摘 に もある ように,「語彙調査の 結果を眺めてみ れ
ば,基 本語 とな りうるような単語は,概 して頻度が高 い といえる。 しか し,そ の逆は成立 せず,頻 度
の高い語は,必 ず しも基本語ではない。」「頻度 とい うものが,調 査デー タの内容か らの影響を まぬが
れないことが・頻度のみによって,ユ ニバーサルな意味での,基 本的な語を選定 してい く道をはばん
で」ωお り・② の使用範 囲を加味するこ とに よって,そ の欠陥 が大 き く是正 される と考 え られ るか ら
であ る。 しか しなが ら・ この2点 のみ によって基本 語彙が十全 に導 き出されるか という と,必 ず し
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日本語学習者の語彙習得に関する調査研究一 一(1)基本語彙の問題点について
もそうはな らない。統計的手法だけではどんなに調査対象を大 きく広 くとった としても,言葉の基本
的な骨格を形成する語が細大漏 らさず網羅されるという保証は望めないであろうし,たとえある語の
グループがす くい取 られた としても,それらの語の偏 りの是正や重要度の順位づけについては,単 に
統計的手法だけでは不安をぬ ぐい去ることが不可能であろう。
そこで,ど うして も,個 人の判断や経験 による主観的方法を導入せざるを得ない。 この ことは,単
にそれによって種 々の意味分野の語彙を体系的 ・系統的に拾い集めることができることを意味するだ
けで な く,個 々人に判断基準 を どこに置 くか とい うこ とを必 然的に強 いるこ とか ら,選 定され る語彙
の使用目的を明確にせざるを得ないことにもなるであろう。 したがって,「基本語彙」は①使用率が
大 きいこ と,② 使用範 囲が広 い こと,の ほかに,③ 「特 定 目的のための」(s;,「あ る日的の上 にたって
人為 的に選 定され るべ き功利性 を もった」⑥語 彙であ る,と い う性 格が付 け加わ るこ とにな る。 日本
語教育における基本語彙であるならば,た とえば 「日本語教育のための」 という限定句が付け加わる
のが自然であり,無限定の基本語彙 というものは考えに くい。
事実,こ れまでの基本語彙と呼ばれるものはそのように して選定されてきたし,国立国語研究所が




る」ωとい うこ とであ り,調 査の結果 として 「基本語二千」「基本語六千」 を得てい る。
このr基本語彙調査』は日本語教育界において長 く待望されていたもので,その完成はこれまです
でに多 くの方面 で重要 な役割 を果 た して きてい る と言え る。 しか し,こ の 『基本語彙調査』は,そ の
タイ トル か らも分 かる とお り,… つの調査報告であ り,決 して完成 された語彙表 とは謳 ってい ない こ
とに も注意 した い。










の六種類の語彙 リス ト」 とは次の六種類である。
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①岡本画一(1944)r日本語基本語彙』(国際文化振興会) 2,012語
②加藤彰彦(1963,69)「H本語教育におけ る基 礎学習語」 (r日本語 教育』第2号 および第3・4
合併号,日本語教育学会) 1,393語
③ 玉村 文郎(1970,78)P耀'加1力ρ瑚65θ動281勧D癖 わ2～鰐 (海外技術者研修協会) 3,209語
④ 樺島忠夫 ・吉 田弥壽夫(1971)「留学 生教育のための基本語彙表」〈r日本語 ・日本文 化 』第2号 ,
大阪外国語大学留学生別科) 1,803語
⑤文化庁国語課(1971,75)『外国人のための基本語用例辞典』 3,691語
⑥J.V.Neustupn夕(1977)ACIassifiedListσ8πsκ 妙 α,26εθ ybαz6〃α理 (MonashUniversity,
DepartmentofJapanese,Melbourne) 1,796語
実 は, r七種比較対照表』に掲げられている一致度などの数値は 『基本語彙調査』にあるもの と少
しく違 いがあ る。中道(1983)の指摘にある 「国研二千語を含めた七種のいずれかに採 られた延べ
六〇七〇語のうち,全七種にあるものは二七八語 (四・六%) にすぎず」 とあるのは 『基本語彙調
査』では 「285語(14.0%)」とな って い る。 こ;れは 『七種比較対照表』 では分母が6,070であるのに
対 し, 『基本語彙調査』では2,030となったのが大 きな理 由である。「基本語二千 (実数2,030)」との
比 較 ・対照を中心に考えれば,このほ うが分か りやすい数値であ るのか もしれない。 しか し, どち ら
の数値が語彙妻問の違いの実態をより正確に表しているのかは不明である。
そもそもこの数値の違いはその後の比較対象語の異動や比較の方法の違い等によると思われる。こ
こでは新 しいほうの 『基本語彙調査』にある数値を下に引用 したい。
〔表2.〕 「基本語二千」との共通語 (一致度)
語 彙 表 収録語数 比較対象語 一一一致 語 一致度
冒
国際(1944) 2,012 1,965 1,437 0,518
加藤(1963,4) 1,393 1,330 1,181 Q.517
玉村(1978) 3,201 3,141 1,758 0,484
Neustup呼(1977) 1,796 1,756 1,247 0,436
文化(1975) 3,69] 3,535 1,685 0,396





共通語数 累 積 共通語数 累 積
七種共通 285(14.0) 285(14.0) 286(4.7) 286(4.7)
六 〃 579(28.5) 864(42.6) 585(9.7) 871(19.4)
五 〃 435(21.4)1,299(64.0) 513(&5) 1,389(22.8)
四 〃 321(15.8)1,620(79.8) 577(9.5) 1,961(32.4)
三 〃 248(12.2) 1,868(92.0) 799(13.2)2,760(45.6)
二 〃 128(6.3) 1,996(98.3) 1,33](2L9) 4,091(67.5)




らの数値 も期待値からは遠いという印象は拭い されない。中道(1983)はこ う した結果に至った原
因 として,① 「初級」の範囲に対する認識の違い,②語の基本性の違いについての認識が十分に認識
されない ままに漠然 とした「汎用」基本語彙 として提示 さ:れた もの が多いこ と, の二 つを挙げてい る。
中道(1983)は, 「日本語教 育に おいて,あ る語 が 「基本的」 である と判定 され るた めには, およ
そ次のような三つの条件のいずれかにあてはまるものでなければならない」としてい る。





一ワー ドとな る ことの 多い ものであ る こと。(これは学 習老の学習 目的 ・学 習環境 に よって異
なるものである)
そ して,② の 「学習課程向語彙」 と③の 「実用向語彙」の選択基準が不統一で恣意的であったこと
が,語 彙表 間の食い違 いが生 じた一 因であ る としてい る。七種共通の語数がわずかに285語にすぎな
い とい うことを見れば,た しかにそ うと しか言えない結果であろ う。 しか し, ここで念押 ししておか
なければな らない ことは, この ことか ら r基本語彙調査』の語彙 リス トが信頼に堪えないという結論
には必ず しもな らな い とい うこ とであ る。 中道(1983)の指摘は,七 種の語彙表の比較対照 自体に
そもそも問題があることを言っているのであって,r基本語彙調査』の問題点を指摘 したのではない。
r基本語彙調査』はすでに各方面で貴重な資料 として使用されているし,その利用価値は高いもので
ある。今後の課題は多 くの検討を加えて語彙 リス トをより信頼度の高い ものに改善 していくことであ
ろ う。そのため には,『基本語彙調査』 が有する具体的な問題点をで きるだけ明らかにしてお くこと
が肝要である。
r基本語彙調査』の編者は調査の問題点 と今後の課題 を次のようにまとめている。





があ る。④ 「音(ね,お と,お ん)」r何故(な ぜ,な にゆえ)」の ように,漢'一で表記 された語が
いずれの語形で判定されたか不分明のものがある。⑤助詞 ・助動詞が選定の対象にならなかった。
⑥ 「一般」 と 「一般 に」,「行 く」 と 「行 き」な ど同語幹の名詞 と副詞,動 詞 とその派生名詞 な どが
別 々の語彙領域 に配 されているため,そ れ ら相互の関係を商量するのに不便であった。
②調査の 日的が,そ の対象 ・基準において,抽 象的であ りす ぎた きらいがあ り,選 定者が選定 すべ き
語彙について具 体的で明確なイメージをもちに くか った可能性 があ る。 したがって,基 本語彙全体
の性格について不明瞭な印象を持たれ る可能性 があ る。(殊に,「基本語六千」の うち,「第一次集
計資料一二千語」か ら移 された136語については問題 があ る)
(3)日本語教育経験者とそれ以外のグループとの判定春闘で,判定の類似性についてかなり明瞭な線を
引 くことがで きる。 この ような方法を採るか ぎ り,判 定者 による判定結果 の偏 りは免れない。
(4にの調査の,専 門家による主観的 ・経験的判定法の欠は,将 来の,よ り広 い,様 々の ジャンルでの
使用語彙調査結果を参照 し,これ らを商量することで補われて行 くべきものである。
(5)選定 された語彙 について,そ の カバー率 を具体的に検証 するこ とが必要 である。(編者は 「不完全
なが ら,「第一次集計資料」 によって一部実験 した結果によれば,新 聞 ・雑誌な どの やや硬 い文章
においては,大 雑把 に 「六 千語」 で85～90%,「二千語」で60%前後 カバ ーで きると言 って よいか
もしれない」 ことを付け加えて いる。)
4.『基本語彙調査』 についての私見 と提案
まず,前 節にま とめた問題点 について私的な意見を付け加えた い。
(1)判定材料 としてr分 類語彙表』を用いたことについて
①書き言葉への偏向はある程度あるにしても,それは他の調査結果を参照することによって改善さ
れることと思 う。 それ よりも,書 き言葉 と話 し言葉が同列 に混在 していることのほ うが問題だ と
思われ る。話 し言葉に限定される語 には何 らかのマーキングがあったほ うがいいのではないだろ
うか。
②複合動詞は,語 構成に よって意味が推測で きない ものについては独立させる しかないが,そ うで
なければ,別 立てせずに,下 位分類 として(注 記的に)基 本的 なもの を列挙 してお くことでいい
のではないだ ろうか。 もちろんその場合 には,た とえば,「持つ」の項 に 「持ち込 む」「持 ってい
く」「持 って くる」「持 ち物」 を挙げ る と同時に,「込む」の項 に 「一込む」,「行 く」の項 に 「一て
い く」,「来る」の項に 「一て くる」 をそれぞれ付 け加 えてお く.ことが必要 であ る。ちなみに,こ








⑤助詞 ・助動詞等,い わゆる基本文型を構成するために必要な語 も選定の対象 とすべ きではない
か。『分類語彙表』を用いたことの最 も大きな欠陥はこの点だろうと思う。語彙の分類枠組みを
その まま踏襲する ことの意味 が どれだけ あったのか,疑 問 を感 じる。
⑥動詞 とその派生名詞 などは同一一・の見出 しにまとめる工夫が必要なのではないか。 このことは②の
指摘 と ともに基本語彙の数 を減 らす こと役立 ち,そ れによって語のカバー率を上げ ることに もな
ると思 うのであ るが。
②この指摘は,実効性のある基本語彙というものが一体何語位までであるか,についての反省を迫る
ものであ る と思 う。最初 に述べた ように,基 本語彙 とい うもの が何 らかの 日的を持 って選定され る
以上,あ るレベルからは学習する側の目的を明確にしておかなければ選定の際に語彙のイメージが
つかみ に くくなるのではないだろうか。 この指摘は,ま た同時 に,基 本語彙の一つの限界が二千語
レベルの辺 りにあ ることも予想 させる ように思 う。
(3)このこ とに よる偏 りはた しかに免れない点である。判定者間 の偏 りを少な くして(平 準化 して)語
彙の性格を曖昧にするよりは,語彙選定の 目的を明確に して,それに沿う判定者の選出を考えるの
が,む しろ,適 切なや り方では ないだろうか。
(4)その通 りであるが,新 たな語彙の枠 組み,分 類方法の検討 も同時に行ってい くこ とも大事ではない
だ ろうか。
(5)語彙の カバー率の検証は非常 に大事である。特 に,小 説,エ ッセイ等一般的な読み物のほかに,少
し専門的な もの(政 治,経 済,自 然科学の入門書のような もの)に ついて も,検 証 が必要である と




複合語の中で意味上分離できて誤解のない(少 ない)語は分離 ・別立てにし,複合語は注記(下 位
分類)で 示すに とどめ,見 出 し語 としてカウン トしな くて もいいのではないか。
(例)「持 っ てい く」一〉「持 つ」「一て い く」,「冬 休 み 」一》「冬」「休 み」,「録 音 テ ー プ」一〉「録 音 」「テ
ー プ」
b.感 動声の 「アハハ」「八八ハ」,問投の 「あ」「ああ」「あっ」「おお」「ははあ」は特 に取 り上げる
必要は ない ように思 うが,ど うだ ろうか。
C.書 き言葉 と話 し言葉の整理





込むのを防 ぐことはむずか しいであろう。そ うであれば,時 代の変化 とともに生 まれた り消えた り
する語 について敏感 にな っている必要 もあ るはずであ る。た とえば,「ソ連」を削 って 「ロシア」
を加 える,「タイプライター」を削って 「ワープロ」「パソコン」 を加 える,「昭和」 を削 って 「平
成」 を加える,な どである。
e.接 辞的漢語の扱い
「歴史」 と 「歴史的」,「労働」 と 「労働者」,「論理」 と 「論理的」,「ドイツ」 と 「ドイツ人」「ドイ
ツ語」な どは別見出 しとなっているが,基 本的な接辞的漢語 を見 出 しとして独立 させれば,こ の よ
うな語は一 つにまとめたほうが分か りやす くはないだろうか。
また,こ う した整理を行 うこ とは語の カバー率を良 くするのに役立 つであろう。
5.必 要語彙 と しての基本語彙
前節 まで,す でに存在する 『基本語彙調査』 をより完成された ものへ と改善 して い くためには どの
ような点に配慮:すべきかについて,私 見を述べて きたが,最 後 に,基 本語彙そのものについて,も う
一歩踏み込 んだ考察を しておきたいと思う。
国研の 『基本語彙調査』の目的は 「日本語学習者が…'・は じめ に学 習すべ き日本語の一般的 ・基本
的な語彙」を選定することであった。一方,基 本語彙は結局の ところ何 らかの 「目的」 に沿 った形で
しか存在 し得ない ものである とも言える。 も し,そ うであるな らば,卜 一般的」な基本語彙 という考
え方はそ れ自体矛盾をは らんだ ものになって くる とも考 え られ る。現 実の社会では,浅 野(1981)
が指摘 しているように,「学習老 の置かれた状況,目 的 によって必要語彙 が違 って くる」〔9)。そ して,
その場合の 「状況」 と 「目的」は実に具体的な ものであ って,必 ず しも 「一般的」「汎用的」な もの
ではあり得ない。こうした事情が問題の焦点を曖昧にしている根本原因だと思われる。
「日本語教育のための基本語彙」が 「日本語学習者が……は じめ に学 習すべ き日本語 の一般的 ・基
本的な語彙」であ るとす ると,そ の必要度 か ら見て,先 に挙げた中道:(1983)の三つの条件の どれ
かを充たす必要があるであろう。この三つの条件を充たす範囲に限定するな らば,「日本語教育のた
めの基本語彙」は日本語教育という世界において極めて一般 的であり,汎用性の高いものであり得る
と思われる。 しか し,そ う した語彙はかな り限 られた数の範囲に限定 され るのではないだろ うか。
『基本語彙調査』の中の 「基本語二千」 と 「基本語六千」との問にはそうした矛盾をは らんだための
溝があ るように思われる。
また・『基本語彙調査』の編者が解説の最後に 「不完全ながら,、「第一次集計資料」 によって一部実
験 した結果 によれば,新 聞 ・雑誌な どのやや硬い文章 においては,大 雑把 に 「六千語 」で85～90%,
「二千語」 で60%前後カバーで きる と言ってよいか もしれない」 と付 け加えたのは,や は りこの語彙
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リス トが 「新聞 ・雑誌などのやや硬い文章を理解するための」ものであったことをうかがわせる。思
うに,『基本語彙調査』はその利用 月的をもっと具体的に説明すべきであった と思われる。語彙の内







(1)参考文献⑱および参考文献㈱より。なお,参 考文献㈲の表は,玉 村文郎 『H本語の語彙 ・意味(1}一NAFI、H
本語教師養成通信講座第6回 配本』アルク,1987年からのものであることが注記されている。
② なお,基 本 語彙につ いて,日 本語 ・英語 ・フ ランス語 ・スペ イ ン語の有効性 を比較 した ものに,真 田治子
(1992)がある。それによれは,国 際連合の 「児童の権利に関する宣言」を 「解読する場合,日 本語の基本語
彙は外国語のものと比較 して,よ り多 くの異な り語数を必要 とする。これについては,回 し意味分野を表す語
















(9)浅野百合子(1981)は,必要語彙の違いの 例 として次のような状況 ・目的の違い を挙げている。
1)自国において日本語を学習するか,あるいは 日本に滞在 して学習するか。
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